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２０１９年春闘！


１９春闘勝利に向け、団結で猪突猛進！
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【１９春闘の取り組み】


　港湾での『自動化・機械化』の流れが港湾職場で加速していき、港湾運送事業の整理・淘汰の動きが予想される中で、１９春闘ではこれまでの戦いの教訓を活かし、検数労働者の賃上げや労働条件の前進に向けて、要求で一致する政党や国民春闘共闘、港湾産別でもある全国港湾に結集し、国民的課題とリンクさせながら運動を展開していく必要があります。


　


【ストライキを背景に】


　１９春闘要求を前進させていくためには、議論を積み重ねてきた要求にこだわりを持ちながら、粘り強くたたかうことが要求を前進させるための第一歩です。そのためには港湾産別と連携をはかりながら、緩やかな『共闘体制』を堅持しながら全国ストライキを背景にたたかいを進めていくことが重要と考えます。




























































































【大幅賃上げを求める】


　私たちは港湾産別運動の伝統を引き継ぎ、いかに厳しい状況になろうとも、それを跳ね返す運動を港湾全体で構築し、産別春闘要求と検数春闘要求をリンクさせ『生計費原則』をベースにした粘り強いたたかいを構築していきます。


　


【要求実現は職場から】


　要求実現を阻んでいる原因をつかみ、真正面から『賃金引き上げ』や『働くルール』の要求を掲げ、その実現に向けて団結してたたかうことが重要です。とりわけ、経営者には労働者の暮らしと雇用を守る責任を自覚させる必要があり、各地域で労使協議会等を開催し、それらを通じて経営側が責任をもって将来展望をつくる姿勢に立ちもどることが重要となります。





【検数の将来は労使で作る】


　港湾物流が変化する中で検数事業の将来展望をつくるには、人手不足の解消や長時間労働の削減が急務となります。


　職場からの不満や不安を吸い上げ、職場要求を基礎にして、どうすれば将来展望を見出せるのか等を労使共通認識のもとで積極的な『労使懇談会』等を開催していく必要があります。















































































































































【国民的諸課題の取組】


　いま、安倍政権は改憲に向けた動きを一層加速させ『国民のいのちと暮らし、平和を脅かす』政策を進めようとしています。


　安倍首相の改憲表明、沖縄県の民意を切り捨てる暴挙、大企業優先で国民の生活をないがしろにする政策に対して、労働組合が先頭に立って歯止めを掛け、国民・労働者本位の政治に変革転換していくことが求められます。






























































































































































【辺野古新基地建設反対の取り組み強化を】
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　１２月１４日、防衛相・沖縄防衛局は辺野古への土砂投入を開始しました。９月３０日の沖縄県知事選挙をはじめ、選挙において繰り返し示された沖縄県の民意を踏みにじるものであり、絶対に許されるものではありません。更に、沖縄県から示された『埋め立て承認撤回』を違法な手段で『執行停止』とした上に、県の赤土流出条例にも違反して赤土の混入した土砂を投入するなど
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検数労連は国民的な運動との連携、野党共闘の取り組みを広げながら、検数労働者として港湾職場に悪政を持ち込ませない運動を展開していきます。





















































































































































何重にも違法を積み重ねた行為であり、到底認めることはできません。


　政府は土砂投入という既成事実をつくり『もう後戻りできない』と県民をあきらめさせようとしていますが、全体の工事計画のほんの数パーセントの区画において投入を始めたに過ぎません。また、軟弱地盤改良工事のための工法変更など、知事の承認を必要とする場面が今後いくつも存在します。工事を止めることは可能です。


　沖縄では、今回の土砂投入に怒りが燃え上がり、２月２４日の県民投票に向かって新たなたたかいが始まっています。沖縄県民のたたかいに連帯し、全労連や全国港湾からの署名等に対し、積極的に取り組んでいきましょう。


















































































































































全労連・労働総研　編　データブック


２０１９年


国民春闘白書


『アベノミクス』のもとで、企業の利益はどうなり、労働者、国民の生活状況はどうなったのか？豊富なデータをもとに日本経済と国民生活を検証する。


　毎年『職場討議や要求書の作成に不可欠な一冊』という労働組合関係者の声だけでなく、『日本経済の生々しい実情が把握できる』と研究・教育および報道関係者からも好評の一冊。





※各地域労連（支部）単位に一冊、中央委員会時に


お渡しいたします。
































　《おもな内容》


　　総論　２０１９年国民春闘の課題


　　①　　日本経済の未来閉ざすアベノミクス


　　②　　賃上げは切実。消費切り詰める労働者　　　　


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　家計


　　③　　社会的な賃金闘争の前進を


　　④　　公務・公共サービスと地域経済


　　⑤　　安倍『働き方改革ストップ』


　　⑥　　働くルール確立とディーセントワーク


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の実現


　　⑦　　憲法改悪ストップ、市民と野党の共同で


　　　　　１日も早く安倍政権打倒へ


　　⑧　　主要企業の内部留保分析


　　➈　　春闘基本統計
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